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研究成果の概要（和文）：この研究の主要な課題は，選挙制度改革と地方分権改革という 1990

年代に行われた大きな改革が，国政・地方政治を通じた政党システムにどのような影響を与え

たかを分析することであった。その分析を通じて，地方政府の二元代表制や地方議会の選挙制

度を原因として，地方の政党システムが再編成されつつあることを明らかにした。これは，二

大政党化が進む国政に対して，地方政治が多様化していることを示している。 
 
研究成果の概要（英文）：The main theme of this research project is to analyze the effects 
of two major changes in 1990s Japanese politics, that is, Electoral reform and 
decentralization reform, on party systems in both national and local politics.  
Throughout this project, it is demonstrated that local party realignments due to 
presidentialism in local governments and electoral systems of local assemblies are in 
progress.  It shows that, in spite of moving toward a two-party system in national 
politics, Japanese local politics become more multifaceted. 
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１．研究開始当初の背景 

地方分権改革の重要な意義として，権限移
譲が進むことで中央政府による地方政府へ
のコントロールが弱まり，地方政府による裁
量の余地が広がることが挙げられる。さらに，
一連の補助金改革は，地方政府が中央政府か
らの裁量的な補助金に大きく依存する状況
を改善しつつある。中央政府が地方政府を厳
しく統制していれば，地方政府にとっては資
源配分に裁量を持つ政権党と深い関係を取

り結ぶことが重要であり，地方レベルでの利
害対立が顕在化しにくいと考えられる。実証
分析でも，自民党が政権を握る中央政府は有
力な自民党議員が存在する地方政府や自民
党議員の数が多い地方政府に優先的に補助
金の配分を行うとともに，補助金を手厚く受
けた地域においては自民党の得票率が高く
なる傾向が示唆されてきた。しかし，中央政
府の権限が縮小し，地方政府による事業が拡
大するにつれて，国政レベルの政治的競争を
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受けて事業が決定される比重は相対的に小
さくなり，地方レベルでの利害に基づいて稀
少な資源の配分が行われる余地が拡大する
ことになると考えられる。 

従来は地方の裁量の余地が少ない中でも，
国政レベルの政党間競争と並行したかたち
で地方レベルの政治的競争が存在し，それが
帰結としての地方政府の政策選択に影響を
与えてきたと考えられる。先行する実証分析
でも，地方政治においても保守勢力は土木・
農業などの開発政策を好み，革新勢力は教育
などの再分配政策を好むというかたちで，国
政と同様にイデオロギーを背景とした政党
間の政治的対立が存在していたことが指摘
されてきた。ところが 1990 年代に入ると，
冷戦構造の崩壊とともに革新勢力が急激に
衰退し，地方議会においても従来は自民党に
次いで多くの議席を保有していた社会党（社
民党）がその存在感を失い，保守－革新の対
立構造が崩れることになった。一方で，新進
党あるいは民主党という国政レベルでの第
二党が地方議会において占める議席は極め
て少なく，地方議会においては自民党の圧倒
的な優位が続くという状況がうまれている。 

保革対立が実質的な意味を失った中で，地
方における政治的競争を考える際に重要に
なるのは地方政府の二元代表制という制度
的特徴である。二元代表制に注目した研究は，
近年の地方政治研究において数多く提出さ
れているが，その中でも特に曽我謙悟氏・待
鳥聡史氏の研究が重要である（曽我謙悟・待
鳥聡史，『日本の地方政治』，2007 年）。この
研究は，この二元代表制がもたらす「権力の
分立」と，地方政府における選挙制度がもた
らす知事と地方議会の選好の一致ないし不
一致という「目的の分立」に注目して，知事
と地方議会の権限と選好の配置を理解した
うえで，二元代表制における知事－地方議会
の変化が政策の変化に繋がることを実証的
に明らかにした。しかし，この研究において
も，地方政府に対する制度的制約を前提とし
ながらも，首長や地方議会の選好を形成する
要因として一貫して国政レベルの党派性に
注目するものとなっている。 

この研究の問題意識を引き継ぐかたちで
行われてきた申請者の研究では，1990 年代以
降という時代に焦点を当て，この時代におけ
る都道府県レベルの地方政府の政策選択が，
国政レベルの政党間競争を背景とした政治
的競争ではなく，知事と地方議会の間の部門
間対立を軸とした政治的競争によって規定
されることを，実証分析を通じて明らかにし
てきた。しかし，申請者のこれまでの研究は，
基本的には地方政府に対する制度的制約で
ある中央地方関係を与件として，知事と地方
議会という二元代表の戦略的行動のみに注
目する，各地方政府を閉ざされた小宇宙とし

て捉える議論としての限界を持っていた。こ
の限界を踏まえると，今後の研究の展開は，
国政と地方政治の関係や，与件とされてきた
中央地方関係の変化を視野に入れていく必
要がある。 
 
２．研究の目的 
本研究では，地方分権改革の進展に伴う中

央地方関係が変化を受けて，特に地方レベル
の政党政治がどのように再編成されること
になっているかを検証することを目的とす
る。冷戦の終了とともに中央政府－地方政府
を通じた保革対立が終焉し，地方政治におい
ては複数の政党の支援を受ける候補や，国政
政党とは距離を置く候補が知事として当選
する現象が見られている。従来，このような
現象は，「相乗り」や「無党派」として従来
の保革対立の図式の中で説明されてきた。し
かし，このような説明は，あくまでも地方レ
ベルの政治的競争が国政レベルの政治的競
争と同様の構成原理によって成り立つこと
を前提としている。本研究では，このような
国政と連結される地方政治という地方政治
観を離れ，地方レベルに独自の政治的競争の
存在を捉えたうえで，国政・地方政治を通じ
た政党政治の展開について説明することを
目指す。 
一方で国政においては 1990 年代の選挙制

度改革を受けて二大政党化の方向で政党が
再編成され，他方で地方分権改革を受けて地
方レベルにおいては国政レベルとは異なる
対立軸によって政治的競争が行われる中で，
本研究では国政・地方政治を通じた政党政治
がどのように再編成されているかを検証す
る。そのために，地方政治レベルでの知事と
地方議員の関係に加えて，国政レベルの政党
執行部と代議士（候補）を新たなアクターと
して加え，国会議員と知事・地方議員の関係
や，政党執行部の国政・地方政治における候
補者擁立戦略，候補者の政党公認に対する動
機付けなどを分析していく。 
 
３．研究の方法 
分析に当たっては，国政と地方政治をつな

ぐという政党の機能に注目しつつ，選挙制度
改革や地方分権改革が，国政と地方政治を通
じて政党政治に対してどのような影響をも
たらしたかを多面的に検証する。 
本研究では，国政・地方政治を通じた政党

政治の再編成を示す数量的データを整理し，
その内容を分析する。研究期間内に明らかに
されることは，まず地方政府における政党政
治の再編成の様態である。近年の地方政治に
関する実証的な研究は，都道府県レベルの地
方議会の構成やその変動要因について明ら
かにしているが，より基礎的な地方議会の選
挙区レベルのデータを用いた分析はまだほ



 

 

とんど行われていない。しかし，比較政治や
選挙研究の観点からは，特に選挙区定数は候
補者の行動に大きな影響を与えることが知
られている。この点を踏まえて本研究では，
まず選挙区レベルの基礎的なデータを整理
したうえで，選挙区レベルでの候補者の行動
と，都道府県レベルの地方議会の構成やその
変動要因との関係性を明らかにする。 

並行して，国政における政党執行部の候補
者擁立戦略を分析し，地方政治との関係を検
討する。国政における政党執行部の候補者擁
立戦略は，地方での政党支持基盤の確立とい
う観点から地方政治に大きな影響を与える
とともに，地方政治の状況から候補者擁立の
可能性が定まるという点で地方政治から影
響を受ける。この相互作用を考慮しながら，
政党執行部の候補者擁立戦略が，国政・地方
政治を通じた政党政治の再編成にどのよう
なインパクトを与えるかを明らかにする 
 
４．研究成果 

本研究の研究成果は多岐にわたるものが
ある。まず，地方政府における二元代表制に
ついての分析として，都道府県レベルの地方
政府を対象として知事と地方議会の協調と
対立が政策を規定することを論じた著書を
まとめた（図書①）。これは本研究の問題意
識の前提を構成するものであり，特に 1990
年代以降の地方政治が，それ以前の保守－革
新の対立のような中央政府レベルでの対立
を移したものではなく，地方における独自の
対立軸で動くことを示すものとなっている。 

そのうえで，まず国政と地方政治の関連に
ついて，選挙制度改革の効果によって国政レ
ベルでの二大政党化が進む一方で，地方政治
レベルでは，地方分権改革によって権限移譲
が進み，特に知事の権限が強化されたことを
背景として，必ずしも全域的な二大政党化は
見られず，地方政治が多様化していることを
明らかにした（雑誌論文⑧，学会発表④）。
都道府県議会レベルでは特に議員定数の規
模が小さい選挙区を中心として自民党と民
主党の政党間競争が活発になっているもの
の，県庁所在都市を中心とした定数の大きい
選挙区では，民主党は有効に候補者を擁立で
きてはいない。また，知事が自民党系である
か民主党系であるか，という違いが，各都道
府県議会における政党間競争に影響を与え
ていることを指摘した。このように，二元代
表制の存在や，複雑な地方議会議員の選挙制
度が地方政治の多様性の原因となっている
ことを示した。 

それに加えて，地方政治レベルの影響力が
大きくなるに連れて，自民党の地方組織や国
会議員を中心とした政治家のキャリア，さら
には地方政党の戦略のいずれもが，地方政府
における知事の求心力を軸として行動のパ

ターンを生み出していることを明らかにし
ている（学会発表①，②，著書②）。 

自民党の地方組織を見ると，地方議会にお
ける自民党の勢力が強く，かつ自民党が知事
を抑えているような都道府県においては，自
民党が地元に根を張ってときには政党の執
行部に対しても強い態度で出ることがある
のに対して，そうでない都道府県では相対的
に執行部の意図に対して従いやすいことが
議論されている。また，国会議員のキャリア
についても，選挙制度改革の導入と地方分権
改革を経て，国会議員から知事のみならず市
町村長といった地方の首長へと転身する例
が明らかに増加していることを発見した。こ
れは，国会議員にとっても地方の首長という
地位の重みが増しており，従来のように地方
から国へとステップアップするという一元
的なキャリアパスが成り立たないことを示
している。 
さらに，特に 2011 年の統一地方選挙に関

して注目された地方における首長が指導す
る新党の選挙戦略を見ると，首長の求心力を
最大限に活かそうとする戦略が析出できた。
従来は，地方議員によって担がれた候補が，
選挙を地方議員に任せて首長に就任すると
いう傾向があったのに対して，むしろ地方議
員が自らの当選のために首長に頼るという
傾向の萌芽となっていると考えられる。その
結果として，地方議員の政策に対する選好も
変化することが予想され，国会議員の「系列」
として国レベルの政党組織に組み込まれて
いた地方議員のあり方にも変化が生じるこ
とになると考えられる。 
また，本研究では，このように地方政治が

知事と地方議会という軸で動くということ
が，必ずしも近年に特有の現象ではないこと
も明らかにしている。すなわち，自民党一党
優位の時代においても，知事選挙での自民党
分裂というかたちで現れていたのである（雑
誌論文④）。当時の自民党国会議員は，国政
において長期政権を築く自民党とのパイプ
を重視して，地方レベルでは統合することを
求められる一方で，国会議員の系列間の対立
や，地域間の対立といった潜在的な対立軸が
存在していた。それが知事選挙，とりわけ自
らの選挙との関係が薄い非同日選挙におい
て表面化する傾向が強かったことを確かめ
ることができたのである。しかし，自民党の
長期政権期には社会保障制度をはじめとし
て，地方政府全体での利害が強調され（雑誌
論文②，学会発表③），それぞれの地方政府
における利害の対立が顕在化しなかったと
考えられる。 
本研究を受けて，さらに知事と地方議会と

いう地方政治レベルでの対立軸が，国政レベ
ルでの政党システムの変化に繋がる可能性
を探るため，近年の国際的な研究のサーベイ



 

 

を行った（雑誌論文①）。これを踏まえて，
今後の研究をさらに発展させることを考え
ている。 
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